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◆２２日の公聴会設定を与党単独で強行

改憲のための手続き法案は、徹底審議し、廃案にせよ

衆議院憲法調査特別委員会は本日午前、中山委員長の職権で開催され、与党案、民主党案について、提案理由説明の聴取を省略するとともに、両案について、議長に対し、公聴会開会の承認要求を行うこととし、２２日に公聴会を行なうことを自民･公明の与党単独で可決しました。これにより、２２日は午前・午後６人の公述人による公聴会が開催され採決の前提を強引に突破することになります。

本日の委員会開催前に予定されていた理事会には民主・主民が欠席、舞台裏で与党が民主党に地方公聴会の１日２ヶ所開催を提案したものの民主党がこれを拒否するなかで与党が委員会開催を強行し中央公聴会を議決しました。

与党も民主党も改憲手続き法案を国会に提出し、修正点ではほとんど一致していると言う状況の下で、民主党が選挙対策も含め対決ポーズをとっているのが真相であり、改憲のための手続き法を成立させようとする点では本質的な違いありません。

安部政権のもとで与党が、これほどまでに強行突破を図ろうとする背景には、第一に安倍首相が「５年以内の改憲実現」「参議院選挙で争点化する」「そのために５月３日までに成立させる」という改憲タカ派内閣の本性をあらわにしていること、第二には、アーミテージ米元国務副長官が第二次報告を２月に発表し、日米同盟強化のために改憲を迫り、日本経団連の御手洗会長が『希望の国、日本』（御手洗ビジョン）を発表し、「憲法九条を改悪し、戦力保持と集団的自衛権の行使」を提言するなど、アメリカと財界の強力な後押しがあります。第三には、昨年秋の発足以来、支持率を急落させている安倍首相が政権の浮揚策としての実績づくりのために「断固たる決意」で臨んできていることがあります。

２２日の公聴会の午前９時から６時間コースで開催される予定です。全国から「公聴会は開くな」「徹底審議をおこなえ」「地方公聴会を全都道府県で開け」「国民の多くは９条改憲もそのための手続き法もいらない」・・・などの声を特別委員に集中しましょう。情勢は具体的に動くことで変えることができます。主権者としての「不断の努力」を今こそ発揮すべきときです。

◆３月２２日の公聴会の公述人公募のお知らせ
各地各団体から応募し、国民声を届けよう！

衆議院憲法特の中山委員長名で３月２２日午前９時から衆議院で行なう与党案、民主党案に対する公述人公募のお知らせが告知されました。

　改憲の狙いが明白であるだけでなく国民主権とは相容れない不公正不平等な法案の問題点について直接陳述できるチャンスです。憲法改悪反対共同センターは、全国各地各団体から公述人に応募し、国民の声を届けるようにしたいと思います。

応募の方法や要領は、以下のホームページから閲覧できます。

　http://www.shugiin.go.jp/index.nsf/html/index_kenpou.htm
また、パソコンをお持ちの方は、「衆議院」⇒「日本国憲法に関する調査特別委員会」⇒「更新情報」⇒「衆議院日本国憲法に関する調査特別委員会ニュース/バックナンバー」⇒「第１６６国会⇒第３０合－通産第１２２号　平成１９年３月１５日 ７８KB」の順にアクセスしてください。
◆当面、以下の行動を急速に強めよう

①大学習運動・・・改憲手続き法案の問題点と自民党の改憲案、日本国憲法についての学習運動を組織の内外で広範に繰り広げましょう。各団体・地方･地域の会議や集会などで改憲手続き法案についての学習を位置づけましょう。

②徹底した大規模宣伝・・・一般のマスコミが改憲手続き法案のねらいや問題点についてまったく報道していないもとで、ビラ･ハンドマイク・宣伝カーなどを使って一刻も早く国民の中に知らせきりましょう。

③３・２０中央行動の成功を・・・３／２２公聴会直前に行なう中央行動がいよいよ重要な取り組みとなってきました。全国各地、労働組合・民主団体が総力をあげて参加しましょう。

④３・２２公聴会傍聴、議面行動・・・朝９時から開かれる公聴会を直接傍聴し、委員会の模様をつぶさに監視し、その内容を伝えきりましょう。昼は衆議院議面での行動に参加しましょう。

⑤政党・議員要請・・・全政党と衆･参特別委員に対し、FAX・メール・ハガキなどを使って、抗議と怒りの声を届け切りましょう。その際、以下のメールフォームを広く活用しましょう。http://www.kyodo-center.jp/douhoumail/douhou.htm
⑥全都道府県の選出議員(衆参)への要請行動を連鎖的に取り組みましょう。

⑦新聞・テレビなどへの公正・不偏不党報道の申入活動や「投書運動」に取り組みましょう。

◆ 東京選出の全国会議員に要請行動

3月7日、憲法を守りいかす立場で奮闘しようと一昨年9月に全都の自治体に働く労働者で結成された「憲法をいかす自治体労働者東京連絡会」が、改憲のための国民投票法案を阻止するために、東京選出の国会議員全員（衆議院42名、参議院8名）に対し、団体署名（東京自治労連･都庁職経済支部･墨田区職･目黒区職･東大和市職）の提出･要請行動を行いました。
　平沢勝栄、中川正治各氏の議員事務所では要請を拒否されましたが、社民党・保坂展人事務所や共産党・笠井亮事務所では「廃案にむけて奮闘します」と力強い表明がされました。
　東京の仲間たちは、自治体労働者として憲法にもとづいて地域住民の人権を守るという立場から、憲法理念の破壊に道を開く「国民投票法案」には断固反対し、廃案を求めてさらに運動を強める決意で奮闘しています。

■ 改憲手続き法案を廃案にしよう　自治労連本部が「９の日宣伝」で訴え

　自治労連本部では3月9日夕方、巣鴨駅頭で「9の日宣伝」を行いました。「世界の宝・憲法9条を守ろう」のノボリと横断幕を掲げ、「国民投票法案は戦争する国への入口です」のポケットティッシュとリーフを配布し宣伝しました。

駒場委員長は、「与党は出口を決めて国民投票法成立を急いでいるが、憲法の根本にかかわる法案を強行採決するなど許されない」「憲法９条をかえるための法律であることがはっきりしてきている。廃案にしなければならない」と訴えました。さらに「いま、格差と貧困が広がり、ますます戦争する国づくりを助長している。『ハケンの品格』というドラマが取りあげられているが、若者の労働や権利が破壊されている。職場では若者に非正規雇用が広がり、ものを言えない土壌がつくられている。そういった国で戦争に若者が駆り出されている。労働組合の立場から働くルールを確立させ、格差と貧困を是正し、戦争する国づくりを阻止していきたい」と訴えました。

　宣伝では、買い物帰りのお年寄りが、「本当に悪くなってきている。農民一揆みたいなものがおこらないものか。民主党はどうしようもない」と話しました。１時間の宣伝でポケットティッシュは千個弱、リーフは約500部が配布されました。リーフを小さく折りたたんでティッシュとセットにして配ると、受け取りがよくなります。
◆ 中央共同センターの「9の日」宣伝の反応　

◎78歳　男性　静岡市在住

京都・舞鶴の海軍士官学校で8月15日を迎えた。工業生産力が9倍も違う国に勝てるわけがない。でもアメリカは工業生産力ではるかに劣るベトナム、イラクに負けている。その原因は侵略戦争です。他人に憎まれるような行為をすれば、必ず報復を受ける。一部の大金持ちのために、アメリカの青年たちが犠牲になるなんて、おかしなこと。私は福祉を守ることが、国の最大の防御だと思うんです

◎59歳　男性　千葉商科大学の教員　

　個人的に戦争には反対です。また国民の大部分は憲法の内容を知らないと思うんです。「軍隊」を持つことに賛成する人もいる。反対する人もいます。だから国民的な合意や議論がないまま、国民投票法案をつくり、9条を変えようとすることはおかしい。

◎年齢不詳　男性　戦争体験者　声を震わせて宣伝者に歩み寄ってきた

憲法を変えようという、今の動きは本当に怖い。憲法9条ができて一番喜んだのは誰だと思う？戦争で亡くなった人たちなんだよ。イラクに行くなんてバカなことはしてはいけない！頑張ってくれ！

◎21歳　大学生　就職活動中

　日本が戦争をする国になるってどういうことですか？えっっ？自衛隊とアメリカ軍が一緒になってイラク戦争みたいなことやるんですか。でも、みんなが反対すれば（国は）戦争中でもすぐやめるんですよね？　（有事法制などの話をする）知らなかったですよ。私も戦争に協力させるかもしれないんですね。いつそんなのが作られたんですか？（交際している彼氏は真っ先に戦場に連れて行かれるよと話すと）じゃあ彼氏に赤紙が来るんですね、そんなの絶対いやです。私にも何かできますか。（パンフを渡し、友達にも知らせて抗議メールを送って欲しいと頼む）分かりました、家に帰ったらすぐやります。
　短信･ホットライン　
■ 共同センターHPが世論を動かす　　http://www.kyodo-center.jp/index.htm
　８日の特別委員会強行開会が伝えられた７日以降、共同本ターのホームページへのアクセスが飛躍的に伸びており、１日３００～５５０件となっています。また、ホームページに開設した「一斉メールフォーム」からの特別委員や正当に送られたメールの発信数は１４,３７０件にのぼります。同フォームには政党・特別委員・マスコミなどのＦＡＸ番号もありますので、この番号から山のようなＦＡＸも送られています。さらには、各地の最新情報や取り組みの交流も盛んに行なわれており、最近のマスコミ報道は連日更新しています。共同センターのホームページは、知って、知らせて、行動し、激励と交流･連帯の輪をひろげ、改憲反対のネットワークの役割を果たしつつあります。
■ 自民党の元幹事長が「憲法は世界遺産に匹敵」と発言

自民党の古賀誠氏(元幹事長)は11日午後、福岡県大牟田市内で講演し「憲法は占領下で米国に押し付けられたと言われるが、日本の平和（を守る）という意味で世界遺産に匹敵するぐらい素晴らしい」と述べ、「憲法改正（論議）の中で『世界の国々に負けない武力を持つことが大切だ』という若い人たち、力の信奉者の声が大きくなっているのは大変危険なことではないか」と強調したと報道されました。(07/03/１１共同通信) 
　古賀氏は1980年に衆議院議員に初当選以来、連続9回当選。野中広務とは派閥は違うが師弟関係、２０００年には野中の指名で自民党幹事長に就任。運輸大臣も歴任した有力な道路族。靖国神社総代・日本遺族会会長、古賀派会長。漫画家の小林よしのりとは思想的に共鳴し親しい交友関係にある。こんな、古賀氏でも安倍首相の暴走に懸念を表明し、９条の世界史的意義を説いているのだから、憲法と９条を守る運動は多くの国民共感と支持を得られていると言えます。
 ■ 奈良共同センターニュースより転載・・鋭いパンチ力です。
①民主党は、安倍政権に手を貸すな　
②民主党は、国民投票法の成立で安倍政権の公約実現に手を貸すな　
③民主党は、安倍政権と運命をともにするのか　
④修正案の「投票総数」は有効投票数の言葉の言い換えで詭弁　
⑤最低投票率の規制なし，少数の賛成で改憲　
⑥民主党枝野と自民党船田の談合法案を許すのか

